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章三第　選學法改正要綱批剣 59
　まづ総員四〇〇名の各道府縣別割當の算定墓準を見るに、こ
れは去る昭和十年十月一日の國勢調査に墓く内地人口六千九百
二十五萬人を除するに、上記の定員四〇〇名をもつてし、さら
にその商をもつて各道府縣の人口を除して、その選出議員定藪
としたものである。その結果、前掲の如く東京府は六名、大阪
府は四名の増員となつたが、これは現行法制定當時たる大正十
四年以後、東京及び大阪爾府の人口が増加し喪泥めである。青
森、愛知、宮崎の三縣は現献を維持し、その他の府縣は多少づ
つ減少を見遊。
　然らば、その基本歎たる四〇〇名は、何によつて定まつたも
のであらうか。元來、この黒占は、當初内務省事務當局案では三
百名といふことであつた。然るに、甥議會策の關係もあつて、
本年一月二十日の臨時閣議は、右の四百名案を決定するに至つ
遊と報ぜられてゐる。随つて、現歌維持乃至は櫓員をさへ、希
望する議會と、内務省事務當局案の意向との中問をとつたとい
ふ以外に、この四百名案は何等合理的な根振をもつてゐないや
うである。
　惟ふに、議員の定藪は、國家の大小、國務の實’1背によつて定
まるべきものであつて、現行法の如く人口十三萬人につき一人
の議員を出すべしと定めるやうな頭数原理によるべきものでも
なければ、況や輩なる渕議會策的考慮によるべきものでは、な
ほ更あう得ない。私見によれば、帝國議會の立法協賛事務の範
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園は、その議會が協賛し、　天皇の御裁可を経完る當の法律乃
至豫算について、これが實践の衝にあたる行政各部の事務の範
園と、彼此おほむね相表裏すべき筋合のものであるから、議員
の定藪もまたその鮎を基準として決定するのが、最も合理的だ
と信じてゐる。さうして、概算するに、行政各部それぞれにつ
き、議員二十五名程度を配當するとすれば、ぽぼそれに属する
法律及び豫算の審議能力をもち得るであらう。かくて然らば、
議員定歎は十三省一内閣おのおの二十五名宛、合計三百五十名
となるであらう。尤も、かうした程度にまで議員の定数を減少
するがためには、その前提條件として、諸般の立法事務に關す
る各議員の職能的知識及び経験を有せしめることが、不可敏の
前提條件となるから、この意昧においても、また議員の職能選
墨制度が併せて考慮きれなければならないであらう。
結 び
　本改正要綱及びそれに墓く選墨法改正案要旨は、私が以上に
おいて概略その解説的批到を試みた諸要目のほかにも、例へば
立候補供託金、選墨運動、選墨手績、選墨費用、選墨公誉及び
選基罰則等に關する改正方針を示してゐる。即ち、
　（イ）立候補供託金の制度につψては
　選墨事務長を選任して組織的に選基運動を開始せんとする揚
合に限つて、供託金を必要とするに止どめ、然らずして特に選
結 び 6ユ
畢事務長をおかず、候補者自身が演読等によつて選墨運動を行
ふ揚合には、供託金を必要としない方針をとる。前の場合にお
ける供託金の額は、大艦現行法通ゆ二千圓程度とするものの如
くである。
　（ロ）　選學運動につψては
　次のやうな方針をとる豫定である。帥ち、現行法では必ず選
墨事務長を選任すべき定めであるが、改正案では選墨運動を行
はない揚合には、事務長を要しないとされてゐる。譲た所謂第
三者の選墾運動においては、一演説會について三人以内の勢務
者を選i任し得るやうに定める方針である。これは新ブ～に規定せ
んとする推薦制度の性質上、當然の改正であらう。
　（ハ）選學手績につψては
　選墨運動期問を延長して、最短三十五日、最長四十日とする
方針である。けだし、府縣軍位の大選墨匿制となれば、自ら準
備の期問も比較的多くを要するからである。また改正案では、
一般次黙者繰上當選の制度を康止しプ～。これは次鮎者をねらふ
濫立候補を防止し、當選訴訟の濫登を防止せんが爲である。尤
も、當選者の當選承諾期問中だけなら差支ないし、また同黙者
の繰上げ當選はよろしいとされてゐる。なほ叉、現行法では、
補歓選墨及び再選墨は飲員二名に達するまでは行はの定めであ
るが、改正案では、例へば定員六人の選暴圃は二名の歓員、七
人以上九人の選暴匠は三名の敏員を生ずるまではこれを行はな
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い方針である。
　（二）選學費用につ》・て見るに
　それは選墨有資格者の総薮を議員定藪で除した商に三十銭を
乗じて定める、といぷ鮎では現行法の通うである。然し、一面
に議員定藪が減少すると共に、他面では選墨有資格者の歎も減
少する見込みであるから、全騰としては選墨費用の減少をきた
すであらう。かくて、若し選墨有資格者を一千萬人だと假定し
て、これを議員定藪四百名で除して得た歎に、三十銭を乗ずる
と、季均、一議員候補者の選墨費用は、約七千三百圓程度とな
る。若じ私案の如く議員定歎を三百五十人とすると、稽≧増加
して、一議員候補者につき約八千五百圓程度となる。
　（ホ）選撃公螢につψては
　市町村毎に候補者氏名の掲示公螢を行はしめることにする。
選墨蓮動無料郵便物の制度は贋止される豫定である。けだし、
事務の繁難を避けるためであらう。但し、選墨公報の中に第三
者の推薦文書を掲げることを許す。演説會揚の公螢は、大膿從1
前通りで矛）るo
　（へ）選撃犯罪の馳についても
　また多少の改正が行はれる方針である。即ち、改正案では從
來のやうに立看板の大小や、選墨事務所の数などの遠反によつ
て、輕度の形式犯に問はれることがあつても、それを直ちに當
選無数の原因としない。また、いはゆる連座制については、現
結 び 63
行法では選墨事務長の選任監督について相當の注意をなすのを
怠つた場合にのみ、當該候補者の當選を無敷とするに過ぎない
のを改めて、改正案ではさうした注意の有無如何を問はず、當
然に連座せしめられる定めである。のみならず、從來は選墨費
用の超過支出による犯罪の連座は、選墨人から當選無敷の訴訟
が提起されて到決確定し尤揚合にのみ襲生することになつてゐ
るが、改正案では當然に連座すべきものとされてゐる。
　なほ叉、選墨犯罪の公訴権消滅時敷の期問が現行法では孚年
となつてゐるのを一年に、犯人逃亡の揚合における一年の期間
を二年に延長する方針である。けだし、從來、これが飢用の弊
害が少くなかつたからである。
　以上（イ）乃至（へ）の六項が、來るべき選墨法改正にあた
つて提案せらるべき政府案のうち、本稿第三章の説明から留保
されてゐた事項の概要である。然し、前にも断つておいたやう
に、この稿における私の意圖は、決してそれらの事項を悉く網
羅して、その解読、批到ないし私案の提起を試みんとするにあ
るのではない。唯、わが選暴立法史上における今同の如き劃期
的革正の行はれんとするに際して、ここに一慮、選基制度その
ものに団有の本質たる民主的性格を反省し、それとわが純正君
主國との調和の可能性と限界性とに關する諸問題を提起し、併
せて在來のわが選墨法制における個人的自由主義の理念とその
西洋的傳來性とを批判し、それが現下のわが國i家内外における
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諸情勢の緊迫を契機として、さうしたものとは全く封蹄的な關
係にある日本的全膿主義の選墨理念に一大轄換をなさんとしつ
つある事態をば、最近公表せられた政府の選墨改正要綱及び同
改正法案要旨について、能ふ限蚤明確ならしめようと試みたに
過ぎないのである。
